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令 和 ５ 年 度 宮 代 町 一 般 会 計 補 正 予 算（第３号） 

 

 

 

 令和５年度宮代町の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６０，３６８千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，７９１，２０６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和５年１１月３０日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 







（単位：千円）

款 事　　業　　名 金　　　　　額

第　 ２ 　表 　　　繰　越　明　許　費

項

10,30210 教 育 費 1 教 育 総 務 費 小中学校適正配置事業
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１　追　加

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

み や し ろ 議 会 だ よ り み や し ろ 議 会 だ よ り 印 刷
印 刷 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

会 議 録 調 製 等 会 議 録 調 製 等 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

寄 付 金 収 納 寄 付 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理 基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

町 営 駐 輪 場 管 理 町 営 駐 輪 場 管 理 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 及 び 防 犯 灯 修 繕 工 事 並 び に 設 置 、
設 置 工 事 等 単 価 契 約 撤 去 及 び 移 設 工 事 に 要 す る 額

宮 代 町 防 災 行 政 無 線 施 設 保 守 宮 代 町 防 災 行 政 無 線 施 設 の
業 務 委 託 契 約 保 守 業 務 委 託 に 要 す る 額

税 金 収 納 税 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

か え で 児 童 ク ラ ブ か え で 児 童 ク ラ ブ
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

緊 急 サ ポ ー ト 事 業 緊 急 サ ポ ー ト 事 業
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

ファミリー・サポート・センター ファミリー・サポート・センター
事 業 業 務 委 託 契 約 事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額

子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業 子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食 町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 介 護 用 品 支 給 高 齢 者 等 介 護 用 品
業 務 委 託 契 約 支 給 業 務 委 託 に 要 す る 額

定 期 予 防 接 種 定 期 予 防 接 種
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

妊 婦 健 康 診 査 妊 婦 健 康 診 査
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

健 康 診 査 通 知 健 康 診 査 通 知
作 成 業 務 契 約 作 成 業 務 に 要 す る 額

燃 や せ る ご み 燃 や せ る ご み 収 集
収 集 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

令 和 ６ 年 度

第　 ３ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 １ ０ 年 度 ま で

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度
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（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

燃 や せ な い ご み 燃 や せ な い ご み 収 集
収 集 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

有 害 ご み 収 集 有 害 ご み 収 集
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

資 源 回 収 資 源 回 収
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

資 源 プ ラ ス チ ッ ク 類 資 源 プ ラ ス チ ッ ク 類
回 収 業 務 委 託 契 約 回 収 業 務 委 託 に 要 す る 額

し 尿 収 集 し 尿 収 集 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

須 賀 小 学 校 設 計 須 賀 小 学 校 設 計
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 学 校 給 食 用 食 材 の
食 材 売 買 契 約 購 入 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 学 校 給 食 用 牛 乳 の
牛 乳 供 給 契 約 購 入 に 要 す る 額

学 校 給 食 学 校 給 食 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度
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第 ４ 表   地 方 債 補 正 

１ 追 加                                    （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

1 進修館施設改修事業 600 

普通貸借 

又 は 

証券発行 

年 5.0％以内 

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には
その債権者と協定するものによ
る。ただし、町財政の都合により据
置期間及び償還期間を短縮し、又
は繰上償還もしくは、低利に借換
えすることができる。 

2 小学校施設改修事業 7,200 同 上 同 上 同 上 

 

２ 変 更                                    （単位：千円） 

起債の目的  

補  正  前 補  正  後 

限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 限度額 起債の方法 利  率 償還の方法 

1 

中 学 校

施 設 改

修 事 業 

41,100 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 5.0％以
内 

政府資金に
ついては、そ
の融資条件
により、銀行
その他の場
合にはその
債権者と協
定するもの
による。ただ
し、町財政の
都合により
据置期間及
び償還期間
を短縮し、又
は繰上償還
もしくは、低
利に借換え
することが
できる。 

46,000 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 5.0％以
内 

政府資金に
ついては、そ
の融資条件
により、銀行
その他の場
合にはその
債権者と協
定するもの
による。ただ
し、町財政の
都合により
据置期間及
び償還期間
を短縮し、又
は繰上償還
もしくは、低
利に借換え
することが
できる。 

 

 





令　和　５　年　度

宮代町一般会計補正予算（第３号）に関する説明書 

































































給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員または会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

比　　　較 4,985

補　正　前 129,913

補　正　後 134,898

区　　分 勤勉手当

52 582 △ 24 2,383

補　正　前 47,472 13,527 9,183 12,168 204,979

補　正　後 48,751 13,579 9,765 12,144 207,362

△ 1

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当

△ 584 △ 5,089 △ 5,673

比　　　較 1,279

比　　　較
(0)

△ 7,062 △ 2,779 9,257

1,468,434補　正　前
(196)

202,537 778,648 487,249

補　正　後
(196)

195,475 775,869 496,506

216
294,348 1,762,782

215
289,259 1,757,109

9 △ 1,603

1,467,850

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬

計 △ 1 △ 1,624 0 12 △ 1,612

給　　料 職員手当 計

比

較 その他

議　員 △ 1 △ 1,624 △ 216 △ 1,840 0 △ 1,840

町長等 0 0 228 228 9 237

計 3 38,484 23,700 26,297 88,481 19,435

その他

107,907

補
正
後

議　員 14 38,484 16,228 54,712 11,853 66,565補
正
前

町長等 3 23,700 10,069 33,769 7,573 41,342

計 3 36,860 23,700 26,309 86,869 19,435 106,304

その他

33,997 7,582 41,579

議　員 13 36,860 16,012 52,872

町長等 3 23,700 10,297

11,853 64,725

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

  ※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

　　間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

△ 168 △ 2,900

補　正　前 2,536 44,620

補　正　後 2,368 41,720

△ 17,130
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 期末手当

△ 3,068 △ 12,930 △ 4,200

比　　　較

17

比　　　較
(0)

△ 7,062 △ 2,800

48,008 292,799 43,340

319,009
17

補　正　前
(193)

202,537 42,254

44,940 279,869 39,140補　正　後
(193)

195,475 39,454

336,139

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

比　　　較 4,985

補　正　前 129,913

補　正　後 134,898

区　　分 勤勉手当

9,765 11,491 165,642

補　正　前 44,936 13,527 9,183 11,515 160,359

比　　　較 1,447 52 582 △ 24 5,283

△ 1

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当

補　正　後

12,346 △ 889 11,457比　　　較
(0)

21 12,325

46,383 13,579

251,008 1,426,643
199

198

補　正　前
(3)

736,394 439,241 1,175,635

1,187,981 250,119 1,438,100補　正　後
(3)

736,415 451,566

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

給　　料 職員手当 計
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 会計年度任用職員以外

伴う増加分 改定率

会計年度任用職員

改定率

千円

その他の 育児休業等による減額 会計年度任用職員以外の

増減分 職員数の変動状況

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 会計年度任用職員以外

伴う増加分 変更による増額 地域手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

地域手当

期末手当

その他の 手当支給実績による増減 会計年度任用職員以外

増減分 管理職手当等

地域手当

 扶養手当

住居手当

通勤手当

会計年度任用職員

地域手当

期末手当

△ 256

△ 3,739

582

△ 24

△ 200

52

88

839

2 △ 3,585

1,647

5,283

4,985

区　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職員手当 9,257 1 12,842

補正前
（3）

199 人

増　　減
（0）

△ 1 人

現在、在職
する職員数

補正後
（3）

198 人

0.7 ％

3.5 ％

2 △ 7,609

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 △ 2,779 1 4,830
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　級別職員数

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

ウ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

(0.05)比較 0.00 (0.00) 0.10 (0.05) 0.10

(2.35) 有

改正前 2.20 (1.15) 2.20 (1.15) 4.40 (2.30) 有

改正後 2.20 (1.15) 2.30 (1.20) 4.50

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置6月 （月分） 12月 （月分）

計
（3） （100.0）

198 100.0

6級
（0） （0）

15 7.6

5級
（0） （0）

15 7.6

（0） （0）

30 15.2

4級
（0） （0）

21 10.6

区　　　　分
全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

令和5年12月1日

現　　　　　　　在

1級
（0） （0）

65 32.8

2級
（3） （100.0）

52 26.3

3級

令和5年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 309,759 円

改正前 307,516 円

平均給与月額
改正後 349,497 円

改正前 347,120 円

平　均　年　齢 本年度 42.6 歳

区　　　　　　　　　　分 一般職員
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（令和５年度に係る分）

み や し ろ 議 会 だ よ り み や し ろ 議 会 だ よ り 印 刷
印 刷 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

会 議 録 調 製 等

業 務 委 託 に 要 す る 額

寄 付 金 収 納 寄 付 金 収 納

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理 基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 並 び

に 設 置 、 撤 去 及 び 移

設 工 事 に 要 す る 額

宮代町防災行政無線施設保守 宮 代 町 防 災 行 政 無 線 施 設
業 務 委 託 契 約 保 守 業 務 委 託 に 要 す る 額

税 金 収 納 税 金 収 納 業 務

業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

町 営 駐 輪 場 管 理
業 務 委 託 契 約

町 営 駐 輪 場 管 理
業 務 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 及 び
設 置 工 事 等 単 価 契 約

ファミリー・サポート・センター
事 業 業 務 委 託 契 約

緊 急 サ ポ ー ト 事 業
業 務 委 託 に 要 す る 額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額

金  額
事         項

会 議 録 調 製 等
業 務 委 託 契 約

限    度    額
期        間

ファミリー・サポート・センター
事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額

子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業
業 務 委 託 契 約

緊 急 サ ポ ー ト 事 業
業 務 委 託 契 約

子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業
業 務 委 託 に 要 す る 額

か え で 児 童 ク ラ ブ
指 定 管 理 料

か え で 児 童 ク ラ ブ
管 理 運 営 に 要 す る 額

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
業 務 委 託 契 約

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
業 務 委 託 に 要 す る 額
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一般財源

限 度 額 限 度 額

に 同 じ に 同 じ

同 上

同 上

限 度 額
に 同 じ

同 上

同 上

令 和 ６ 年 度

児童虐待・DV対策等
総 合 支 援 事 業 費
国 庫 補 助 金 交 付
要 綱 に 基 づ く 額

学童保育所保護者
負担金として収入
さ れ る 額

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

保育園給食負担金
及び保育園給食費
保護者負担金と
して収入される額

同 上

同 上

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

同 上

同 上

同 上

令 和 ６ 年 度 同 上

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

同 上

同 上

同 上

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

令 和 ６ 年 度

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

同 上

当該年度以降の支出予定額

令 和 ６ 年 度

左   の   財   源   内   訳

その他期        間
国　県
支出金

特    定    財    源

金  額 地方債

令 和 ６ 年 度

子ども・子育て
支援交付金交付
要綱に基づく額

同 上

同 上

駐 輪 場 使 用 料
と し て 収 入
さ れ る 額

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度 か ら
令和１０年度まで

同 上

同 上令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度
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（令和５年度に係る分）

妊 婦 健 康 診 査 妊 婦 健 康 診 査

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

須 賀 小 学 校 設 計
業 務 委 託 契 約

須 賀 小 学 校 設 計
業 務 委 託 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 牛 乳
供 給 契 約

学 校 給 食 用 牛 乳 の
購 入 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 食 材
売 買 契 約

学 校 給 食 用 食 材 の
購 入 に 要 す る 額

し 尿 収 集
業 務 委 託 契 約

し 尿 収 集
業 務 委 託 に 要 す る 額

学 校 給 食 業 務
委 託 契 約

学 校 給 食 業 務
委 託 に 要 す る 額

資 源 回 収
業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 介 護 用 品 支 給
業 務 委 託 に 要 す る 額

有 害 ご み 収 集
業 務 委 託 契 約

有 害 ご み 収 集
業 務 委 託 に 要 す る 額

健 康 診 査 通 知
作 成 業 務 契 約

健 康 診 査 通 知 作 成
業 務 に 要 す る 額

資 源 プ ラ ス チ ッ ク 類 回 収
業 務 委 託 契 約

燃 や せ な い ご み 収 集
業 務 委 託 契 約

燃 や せ な い ご み 収 集
業 務 委 託 に 要 す る 額

資 源 回 収
業 務 委 託 契 約

燃 や せ る ご み 収 集
業 務 委 託 契 約

燃 や せ る ご み 収 集
業 務 委 託 に 要 す る 額

資 源 プ ラ ス チ ッ ク 類 回 収
業 務 委 託 に 要 す る 額

前年度末までの支出見込額

期        間 金  額
限    度    額事         項

高 齢 者 等 介 護 用 品 支 給
業 務 委 託 契 約

定 期 予 防 接 種
業 務 委 託 契 約

定 期 予 防 接 種
業 務 委 託 に 要 す る 額
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（単位：千円）

一般財源

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

同 上

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度 同 上
学校給食徴収金
と し て 収 入
さ れ る 額

同 上

同 上

限 度 額
に 同 じ

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

同 上

同 上

し尿処理手数料
と し て 収 入
さ れ る 額

令 和 ６ 年 度 同 上
学校給食徴収金
と し て 収 入
さ れ る 額

同 上
小学校施設
整備事業で
借入する額

令 和 ６ 年 度 同 上

令 和 ６ 年 度 同 上

令 和 ６ 年 度 同 上 同 上

令 和 ６ 年 度 同 上 同 上

同 上

同 上

特    定    財    源
左   の   財   源   内   訳

当該年度以降の支出予定額

同 上

期        間

令 和 ６ 年 度

同 上

感染症予防事業費
等国庫負担（補
助）金交付要綱
に 基 づ く 額

その他
国　県
支出金

金  額

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度 同 上

令 和 ６ 年 度

地方債

同 上

同 上

同 上

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度
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前 々 年 度 末 前 年 度 末

現 在 高 現 在 高

１ 普　　　通　　　債 2,686,180 2,621,715

（１） 総 務 債 361,140 429,260

（２） 民 生 債 626,283 574,534

（３） 衛 生 債 344,836 307,179

（４） 農 林 水 産 業 債 0 0

（５） 土 木 債 975,479 907,671

（６） 消 防 債 89,733 84,820

（７） 教 育 債 288,709 318,251

２ そ　　　の　　　他 5,602,924 5,218,615

（１） 減 税 補 て ん 債 40,910 26,070

（２） 減 収 補 て ん 債 33,633 29,972

（３） 臨 時 財 政 対 策 債 5,528,381 5,162,573

合　　　　　　計 8,289,104 7,840,330

地 方 債 の 前 々 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

区　　　　　　分
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（単位：千円）

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 見 込 額

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

557,700 289,368 2,890,047

52,700 37,222 444,738

0 58,862 515,672

135,700 37,402 405,477

34,700 0 34,700

232,600 110,811 1,029,460

0 4,925 79,895

102,000 40,146 380,105

63,414 519,024 4,763,005

0 11,451 14,619

0 3,664 26,308

63,414 503,909 4,722,078

621,114 808,392 7,653,052

前 年 度 末 現 在 高 並 び に

見 込 み に 関 す る 調 書
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（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　５　年　度

宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）



－51－ 

令和５年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 令和５年度宮代町の国民健康保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５３６千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３，４２１，８２７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和５年１１月３０日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井  康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





１　追　加

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

国 民 健 康 保 険 税 収 納 国 民 健 康 保 険 税 収 納
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ６ 年 度
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令　和　５　年　度

宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）に関する説明書 





















給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

3,417 2,803

補正前 1,072 3,318 2,692

△ 18

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 期末手当 勤勉手当

補正後

比　　　較 0 140 236 376 △ 394

比　　　較 26 99 111

1,098

31,921

補正前 5 17,718 8,224 25,942 5,997 31,939

補正後 5 17,858 8,460 26,318 5,603

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

給　　料 職員手当 計

比　　　較 26 118 111

補正前 1,072 3,965 2,692

補正後 1,098 4,083 2,803

76
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 期末手当 勤勉手当

255 469 △ 393

5

比　　　較
(0)

74 140

8,871 32,208 6,411

38,695
5

補正前
(16)

5,619 17,718

9,126 32,677 6,018補正後
(16)

5,693 17,858

38,619

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 会計年度任用職員以外

伴う増減分 変更による増額 地域手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

19

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和5年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 299,700 円

平　均　年　齢 本年度 45.5 歳

改正前 297,050 円

平均給与月額
改正後 325,155 円

改正前 322,346 円

26

99

111

職員手当 255 1 255

％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 140 1 140 0.9

1

比　　　較 19

補正前 647

414 6,680

補正後 666

94
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 期末手当

19

0
0 647 6,266

比　　　較
(0)

74 0 93

6,774
0

補正前
(16)

5,619

666 6,359 415補正後
(16)

5,693 0

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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イ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

(0.05)比較 0.00 (0.00) 0.10 (0.05) 0.10

有

改正前 2.20 (1.15) 2.20 (1.15) 4.40 (2.30) 有

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置6月 （月分） 12月 （月分）

改正後 2.20 (1.15) 2.30 (1.20) 4.50 (2.35)

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）
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（令和５年度に係る分）

国民健康保険税収納 国民健康保険税収納
業 務 委 託 契 約 業務委託に要する額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額
事         項 限    度    額

期        間 金  額
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一般財源

限 度 額 限 度 額
に 同 じ に 同 じ

地方債

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

特    定    財    源

その他

令 和 ６ 年 度

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

期        間 金  額
国　県
支出金
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令　和　５　年　度

宮代町介護保険特別会計補正予算（第２号）

（　附　　予　算　説　明　書　）



－71－ 

令和５年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 令和５年度宮代町の介護保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７３２千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ３，４２５，５９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和５年１１月３０日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井  康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





１　追　加

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

介 護 保 険 料 収 納 介 護 保 険 料 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発 介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 地 域 介 護 予 防 活 動 支 援
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 給 食 配 食 高 齢 者 等 給 食 配 食
サ ー ビ ス 業 務 委 託 契 約 サービス業務委託に要する額

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム 緊 急 時 通 報 シ ス テ ム
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

在宅医療・介護連携拠点設置 在宅医療・介護連携拠点設置
運 営 等 業 務 委 託 契 約 運営等業務委託に要する額

生活支援コーディネーター 生活支援コーディネーター
（地域支え合い推進員） （ 地 域 支 え 合 い 推 進 員 ）
活 動 業 務 委 託 契 約 活 動 業 務 委 託 に 要 す る 額

認知症初期集中支援チーム 認知症初期集中支援チーム
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度
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令　和　５　年　度

宮代町介護保険特別会計補正予算（第２号）に関する説明書 

















給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

396 9,748 7,661

補正前 2,656 352 9,495 7,428

△ 360

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

補正後

比　　　較 0 11 531 542 △ 902

比　　　較 1 44 253 233

2,657

83,004

補正前 11 43,427 24,335 67,762 15,602 83,364

補正後 11 43,438 24,866 68,304 14,700

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

給　　料 職員手当 計

1 44 271 233

補正前 2,656 352 9,927 7,428

補正後 2,657 396 10,198 7,661

△ 253
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

549 649 △ 902

比　　　較

11

比　　　較
(0)

89 11

24,767 79,400 15,602

94,749
11

補正前
(12)

11,206 43,427

25,316 80,049 14,700補正後
(12)

11,295 43,438

95,002

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 会計年度任用職員以外

伴う増減分 変更による増額 地域手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

その他の 手当支給実績による増額 会計年度任用職員以外

増減分 通勤手当

18

2 44

44

1

253

233

職員手当 549 1 505

％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 11 1 11 0.2

比　　　較 18

補正前 432

補正後 450

107
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 期末手当

18 107 0比　　　較
(0)

89 0

0 11,638
0

0 432 11,638

11,745
0

0

補正前
(12)

11,206

450 11,745補正後
(12)

11,295 0

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

改正前 2.20 2.20 4.40 有

比較 0.00 0.10 0.10

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置6月 （月分） 12月 （月分）

改正後 2.20 2.30 4.50 有

平　均　年　齢 本年度 49.5 歳

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）

平均給与月額
改正後 376,092 円

改正前 375,446 円

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和5年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 331,636 円

改正前 331,027 円
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（令和５年度に係る分）

地域介護予防活動支援

業 務 委 託 契 約

高 齢 者 等 給 食 配 食

サービス業務委託契約

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム

業 務 委 託 契 約

地域包括支援センター 地域包括支援センター

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

認 知 症 初 期 集 中 支 援
チ ー ム 業 務 委 託 契 約

認知症初期集中支援チー
ム業務委託に要する額

地域介護予防活動支援
業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 に 要 す る 額

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携
拠 点 設 置 運 営 等
業 務 委 託 に 要 す る 額

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携
拠 点 設 置 運 営 等
業 務 委 託 契 約

生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推進
員）活動業務委託契約

生活支援コーディネー
タ ー （ 地 域 支 え 合 い
推 進 員 ） 活 動
業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 契 約

事         項 限    度    額
期        間 金  額

前年度末までの支出見込額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

高齢者等給食配食サービ
ス業務委託に要する額

介 護 保 険 料 収 納
業 務 委 託 契 約

介 護 保 険 料 収 納
業 務 委 託 に 要 す る 額

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム
業 務 委 託 に 要 す る 額
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一般財源

令 和 ６ 年 度 同 上 同 上 同 上

令 和 ６ 年 度 同 上

地域支援事業交付
要綱及び埼玉県地
域支援事業交付金
交付要綱に基づき
交 付 さ れ る 額

限 度 額 か ら
左記特定財源
を控除した額

令 和 ６ 年 度 同 上 同 上

同 上

同 上

令 和 ６ 年 度 同 上 同 上

同 上

同 上

同 上

令 和 ６ 年 度

特    定    財    源

期        間 金  額
国　県
支出金

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

同 上 同 上 同 上

地方債

同 上

その他

同 上

同 上

同 上

令 和 ６ 年 度

令 和 ６ 年 度

限 度 額
に 同 じ

令 和 ６ 年 度
限 度 額
に 同 じ

令 和 ６ 年 度 同 上 同 上
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令　和　５　年　度

宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（　附　　予　算　説　明　書　）





－89－ 

令和５年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 令和５年度宮代町の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９１千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ６５２，０７３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和５年１１月３０日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井  康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 





１　追　加

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

後期高齢者医療保険料収納 後期高齢者医療保険料収納
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ６ 年 度
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宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に関する説明書 

令　和　５　年　度

















給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う 改定率

伴う増減分 増減無し

その他の 部分休業による給料 給料

増減分 の減額

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 期末手当

伴う増減分 変更による増額 勤勉手当

その他の 手当支給実績による増額 扶養手当

増減分

2 120 120

職員手当 396 1 276 159

2 △ 120 △ 120

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

117

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当

補正後 120

比　　　較 120 159

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 △ 120 1 0 0.0 ％

117

2,581 2,135

補正前 0 2,422 2,018

比　　　較 0 △ 120 396 276 △ 138 138

3,835 20,846

補正前 3 11,136 5,599 16,735 3,973

補正後 3 11,016 5,995 17,011

20,708

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

改正前 2.20 2.20 4.40 有

比較 0.00 0.10 0.10

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置6月 （月分） 12月 （月分）

改正後 2.20 2.30 4.50 有

平　均　年　齢 本年度 47.3 歳

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和5年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 313,933 円

改正前 313,933 円

平均給与月額
改正後 339,836 円

改正前 339,836 円
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（令和５年度に係る分）

期        間 金  額

前年度末までの支出見込額

後期高齢者医療保険料
収 納 業 務 委 託 に
要 す る 額

事         項 限    度    額

後期高齢者医療保険料
収 納 業 務 委 託 契 約

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度
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一般財源

限 度 額 限 度 額

に 同 じ に 同 じ

特    定    財    源

その他期        間

当該年度以降の支出予定額

令 和 ６ 年 度

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左   の   財   源   内   訳

金  額
国　県
支出金

地方債
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